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（別紙一式） 

別紙第１号 読谷村公私連携幼保連携型認定こども園運営条件（読谷村立喜名幼稚園） 

別紙第２号 申請書類等一式 

別紙第３号 第二次審査評価基準等 

別紙第４号 スケジュール（予定） 

 

 

注意事項（必ずお読みください） 

１ 応募者は、本要項を熟読の上、各期日までに所定の手続きを行ってください。 

２ 本事業の実施にあたっては、必要に応じて例規等改正、予算措置及び公有財産の貸付

等に係る村議会の議決等を要する可能性があります。手続きの状況によっては、事業実

施時期の変更等の可能性がありますので、あらかじめご了承ください。なお、その場合

であっても、本件に関し、応募者が支出した費用等について、村は一切の補償の義務を

負いません。 
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１ 募集の趣旨 

 本村では、待機児童の解消、幼稚園での保育ニーズ対応、また、連続した保育実施体制を

確保することを目的とし、令和５年８月に「認定こども園移行を踏まえた教育・保育施設の

再編計画（以下「移行計画」という。）」を策定しました。 

移行計画では、公立幼稚園１園、公立保育所１カ所は受け入れ枠等の拡充を行い継続運営

とし、公立分園型認定こども園を１カ所、残りの公立幼稚園３園は０から５歳児を受入るこ

とのできる公私連携幼保連携型認定こども園へ移行することとしています。 

そのような中、喜名幼稚園を「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第３４条第

１項」に規定する公私連携幼保連携型認定こども園（以下「公私連携認定こども園」という。）

へ移行に伴い、村及び地域と連携し、継続的かつ安定的に設置・運営を行うことができる事

業者（以下「公私連携法人」という。）を募集します。 

 

「公私連携幼保連携型認定こども園」とは 

 認定こども園法第３４条第１項に規定する幼保連携型認定こども園の運営形態の一つであり、村が、

継続的かつ安定的に施設運営を行うことができる事業者を選定し、あらかじめ事業者と協定を締結した

上で、当該事業者を公私連携法人として指定し、必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力等を行い、村と

の連携の下、教育及び保育等を行う施設のこと。 

 

 

２ 移行対象施設 

名称 読谷村立喜名幼稚園（以下「喜名幼稚園」という。） 

所在 沖縄県中頭郡読谷村字喜名松川原４０１ 

 （参考情報）令和６年５月１日現在 

建築年度 昭和５１年３月（昭和５６年度増築） 

主体構造 鉄筋コンクリート造 １階建 

用地面積 約２，０００㎡（注意１） 

建物延床面積 約５６６㎡（注意２） 

保育室・遊戯室 保育室３室、遊戯室 

利用園児数 ５歳児 ２クラス ４１名（うち預かり保育３７名） 

留意  

（注意１）航空写真により現況地積を概算で測量した面積であり、実際の面積と一致しないことに留意すること。実際に貸与する用地面

積は、村が実施する分筆測量後に確定する。 

（注意２）施設台帳による。 

 

３ 運営・整備要件等 

（１）基本事項 

   令和８年４月１日から喜名幼稚園を公私連携法人へ移行します。移行に伴い、既存園
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舎の解体は村が行い、当該敷地内に０から５歳児を対象とした公私連携認定こども園の

整備を公私連携法人が行います。新園舎が整備されるまでの間においては、村が指定す

る仮設園舎において公私連携法人が運営します。 

 

（２）整備要件 

① 整備予定地 

  新園舎の整備予定地（用地）については、原則、既存園舎の敷地内とし、定期借地

等の手続きを行った上で、公私連携法人の負担において当該土地に新園舎を整備する

ものとします。 

② 新園舎における利用定員（想定） 

年齢区分 クラス数 １号認定 ２号認定 ３号認定 合計 

５歳児 ２ １４ ２６  ４０ 

４歳児 １ ７ １３  ２０ 

３歳児 １ ３ １２  １５ 

２歳児    １２ １２ 

１歳児    １０ １０ 

０歳児    ６ ６ 

合計 ４ ２４ ５１ ２８ １０３ 

※最終的な利用定員は、入園希望者数や待機児童数等を勘案し、村と調整の上、決定

します。 

③ 必置機能 

  新園舎には、以下の諸室・機能等を設けることとします。ただし、最終的な建築計

画は、村と調整の上、決定します。 

 ア 園舎（教育・保育の充実を図ることのできる諸室・機能等の整備に留意すること） 

 イ 園庭（多様な学びを保障できる整備に留意すること） 

 ウ 送迎用駐車場（安全・安心な送迎環境の確保に留意すること） 

 エ その他（子育て支援機能や保育者の職場環境の充実に資する設備等の確保に留意

すること） 

④ 整備計画 

  公私連携法人は、令和１０年４月１日までに新園舎を活用した運営が開始できるよ

う、適切な整備計画を作成すること。 

⑤ 既存園舎の解体 

  既存園舎の解体については、村が実施します。 

⑥ 公私連携法人は、新園舎の整備に当たり、認定こども園法、幼保連携型認定こども

園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・

厚生労働省令第一号）、沖縄県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２６年沖縄県条例第４９号）並びに建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）及びその他関係法規等に定められ
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た基準を満たす施設を整備すること。 

 

（３）新園舎整備等に係る費用負担（補助金等） 

① 新園舎の整備については、就学前教育・保育施設整備交付金の活用を前提とし、就

学前教育・保育施設整備交付金交付要綱（令和５年８月２２日こ成事第４６６号）及

び読谷村就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱（案）に基づき交付するものとす

る。 

② 新園舎の整備に要する経費のうち、①に示す交付要綱等に基づき、補助対象経費に

係る以下の負担割合に応じた額を交付するものとする。ただし、交付基準額を上限額

とし、上限額を上回る部分の経費については、全額法人負担とする。 

【負担割合】国３／４、村１／８、法人１／８ 

③ ②に示す負担割合を含め、交付要綱等の改正や関係機関協議の結果によっては、補

助の内容に変更が生じる可能性があることに留意すること。 

④ 新園舎の整備に係る工事等の実施に伴い、学校施設、整備予定地、周辺環境におい

て既設の施設・設備・立木等の移設や撤去又は新設等の必要が生じた場合、関係機関、

村及び公私連携法人が協議の上、対応を決定するものとする。なお、当該対応に係る

費用については原則、公私連携法人の負担とするが、必要に応じて村と協議の上、費

用負担の調整を行うものとする。 

 

（４）整備計画等に関する留意 

① 公私連携法人は、小学校施設の管理運営に支障がないよう、新園舎の配置に配慮す

ること。 

② 公私連携法人は、新園舎の整備に係る工事等の実施に当たっては、騒音、振動、粉

じん、工事車両の往来等に係る安全管理に十分留意するとともに、児童等の登下校環

境に関し関係者と綿密な協議を行い、適切な安全対策を講じること。また、工事計画

の内容についても近隣住民や地域等に対し丁寧な説明を行い、理解と協力を得ながら

進捗させ、工事期間中や開園後も良好な関係を構築するよう努めること。 

③ 公私連携法人は、新園舎の整備に係る設計、建設等の工事の実施に当たっては、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）の定める入札手続き等の遵守により、費用対効

果の最大化を図るとともに、必要に応じて村の指示を受けること。 

④ 本件に係る工事事業者等については、事業者の育成及び地域経済の活性化の観点か

ら、村内事業者の優先活用に配慮すること。 

 

（５）職員の継続雇用への配慮 

   公私連携法人は、喜名幼稚園に勤務する職員に対し、処遇等に関する説明会を開催す

ること。なお、当該職員が希望する場合は、移行する公私連携認定こども園（以下「移

行園」という。）の正規職員として積極的に雇い入れを行うこと。 
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（６）その他の条件等 

   別紙第１号「読谷村公私連携幼保連携型認定こども園運営条件（読谷村立喜名幼稚園）」

のとおり。 

 

４ 応募資格等 

（１）応募資格 

   応募することができる事業者は、次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

① 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人又は社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人（設立予定の場合含

む※）で、本村にて幼稚園、認可保育園又は小規模保育事業所のいずれかを運営して

いる法人。 

※社会福祉法人設立予定者は、「（仮称）社会福祉法人〇〇会〇〇こども園」等と記載し、

選定された場合は、速やかに法人設立認可を受けること。また、指定された期日まで

に法人設立できない場合は、選定結果を取り消すものとする。 

② 過去３年以内に実施された所轄庁による指導監査等において、文書指摘、勧告及び

命令（以下「文書指摘等」という。）を受けていないこと。ただし、文書指摘等を受け

ていた場合であっても、適正な改善報告がされている場合は、文書指摘等を受けてい

ない場合と同様の取扱いとする。 

③ 幼保連携型認定こども園の年間事業費（移行後に見込まれる公定価格分）の１２分

の１以上に相当する資金を普通預金等により保有していること。 

④ 事業者に係る国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑤ 「３ 運営・整備要件等」を遵守できること。 

⑥ その他本要項に定める条件等を満たしていること。 

 

（２）欠格事由 

応募をした事業者（以下「応募者」という。）が、次のいずれかに該当する場合は、

審査対象から除外し、又は失格とする。 

① 本要項に定める応募資格や条件等に反する内容で応募した場合 

② 本件に関し、自己に有利な取扱いを求める働きかけを行うなど、特定の目的をもっ

て選考委員等に直接又は間接を問わず接触した場合 

③ 応募書類等に虚偽の記載があった場合 

④ 応募書類等の提出期限までに所定の書類が整わなかった場合 

⑤ 応募書類等の提出後に、「４（１）応募資格」の要件を満たさなくなった場合 

⑥ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立て又は

破産法（平成２６年法律第７５号）に基づく破産手続き開始の申立てがなされてい

る場合 

⑦ 法人の代表者又は事業者に従事する者が、読谷村暴力団排除条例（平成２３年９

月２６日条例第９号）第２条に規定する暴力団、暴力団員及びこれらと密接な関係
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を有する者（以下「暴力団等」という。）である場合 

⑧ 法人の代表者又は事業に従事する者が、禁固以上の刑に処せられ、その執行が終

わっていない者がいる場合 

⑨ その他不正な行為があった場合 

 

５ 応募の手続き 

（１）募集要項等の配布・公表 

① 配布期間 令和６年８月１３日（火）から令和６年９月２７日（金）まで 

② 配布場所 読谷村役場健康福祉部こども未来課（庁舎１階） 

       （村ホームページからもダウンロードできます。） 

 

（２）募集要項等に関する質問の受付 

① 受付期間 令和６年８月１３日（火）から令和６年８月２３日（金）まで 

② 提出方法 メール（info-hoiku@yomitan.jp）にて「質問票（様式１）」を提出する

こと。 

③ 注意事項 件名を「公私連携法人募集要項等に関する質問」とすること。 

 

（３）質問に対する回答 

① 回答日時 令和６年８月３０日（金）以降 

② 回答方法 質問と回答を一覧とし、村ホームページに掲載します。 

       （回答については、質問者が特定できないよう加工をして公表します。） 

 

（４）応募書類 

   申請書一式 

① 提出期限 令和６年８月１３日（火）から令和６年９月２７日（金）まで 

② 受付時間 平日９時００分から１７時００分まで 

       （１２時００分から１３時００分、土日・祝祭日を除く。） 

③ 提出書類 別紙第２号「申請書類等一式」のとおり。 

④ 提出方法 読谷村役場健康福祉部こども未来課（庁舎１階）に持参。 

 

（５）留意事項 

① 提出された応募書類の不足・不備等について、村から指摘することはありませ

ん。提出前に必要書類、部数等について確認するように徹底してください。 

② 提出された応募書類については、明らかな誤りや軽微な修正以外は差替え等を認

めません。 

③ 提出された応募書類の内容に関して、事務局において確認が必要と判断した場

合、その内容について聞き取りや追加資料の提出を求めることがあります。 

④ 応募書類の提出後、やむを得ず参加を辞退することとなった場合は、事務局に連
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絡の上、速やかに所定の書類を届け出ること。 

⑤ 提出された応募書類に関する情報公開は、読谷村情報公開条例等に基づき取り扱

います。 

 

６ 審査及び公私連携法人の順位の決定 

（１）審査要領 

① 審査にあたっては、読谷村特定教育・保育施設等設置事業者選考委員会（以下

「委員会」という。）を設置し、第一次審査（書類審査）及び第二次審査（プレゼン

テーション審査）による公平かつ客観的な審査を行い、最も優れた提案を行った応

募者を公私連携法人候補者（以下「候補者」という。）として特定するとともに、第

２順位の候補者も併せて選考します。 

② 応募者がいない場合又は審査の結果により最低基準点に達する応募者がいない場

合等、本件の趣旨を達成できないと判断した場合は、候補者の特定を行わない場合

があります。 

 

（２）第一次審査（書類審査） 

① すべての応募者について、応募要件等の適否を審査します。 

② 審査の結果、要件を具備している応募者に対しては、その旨及び第二次審査に関

する事務連絡を、要件を具備していない応募者に対しては、その旨及び第二次審査

に付さない旨をそれぞれ通知します。 

 

（３）第二次審査 

   第一次審査を通過した応募者に対しては、次のとおり、第二次審査を実施します。 

① プレゼンテーション審査（企画提案審査） 

 ア 実施日時は令和６年１０月中旬以降を予定しています。 

   （詳細な日時及び会場等については、第一次審査の結果通知とともに案内します。） 

 イ 審査時間は、プレゼンテーション２５分以内、質疑応答２０分以内を予定して

います。なお、応募者の数によっては、審査時間を変更することがあります。 

 ウ プレゼンテーション審査への参加人数は３名以内とし、本事業に携わる責任者

（法人の代表者や施設長予定者等）は必ず出席すること。 

 エ プレゼンテーションは企画提案書の内容に沿って説明を行うこととし、説明用

に新たな資料を追加提出することは認めません。 

 

（４）第二次審査における評価基準等 

   別紙第３号「第二次審査評価基準等」のとおり。 

 

（５）審査結果及び候補者の決定 

① 委員会における審査結果を踏まえ、村において候補者の順位を決定します。ただ
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し、最低基準点に達する応募者がいない場合は、候補者の特定を行わないものとし

ます。 

② 候補者の決定に関しては、順位決定後速やかに、審査結果とともに各応募者に対

し、書面により通知するとともに、村ホームページにて第１順位の候補者名のみを

公表します。 

 

７ 協定の締結及び公私連携法人の指定に係る手続き 

（１）仮協定の締結 

① 村は、第１順位の候補者と移行に関する必要な事項について協議し、協議成立

後、候補者と仮協定を締結することにより、当該候補者を公私連携法人予定者（以

下「予定者」という。）とすることとします。 

② ①の協議が成立しない場合又は第１順位の候補者が辞退した場合、村は、第２順

位の候補者と協議し、協議成立後、仮協定を締結した上で、当該候補者を予定者と

することができます。 

 

（２）協定の締結 

① 村は、認定こども園法第３４条第２項に定める事項及びその他必要な事項に関し

て、村議会の議決等必要な手続きを経た後に、予定者と協定を締結するものとしま

す。 

② 協定の有効期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までとします。 

③ 協定の有効期間の更新については、村と公私連携法人が協議の上、決定するもの

とします。 

 

（３）公私連携法人の指定 

   協定の締結後、村は、当該予定者を認定こども園法第３４条第１項に規定する公私

連携法人として指定するものとします。 

 

（４）協定に定める事項（認定こども園法第３４条第２項抜粋） 

① 協定の目的となる公私連携幼保連携型認定こども園の名称及び所在地 

② 公私連携幼保連携型認定こども園における教育及び保育等に関する基本的事項 

③ 市町村による必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項 

④ 協定の有効期間 

⑤ 協定に違反した場合の措置 

⑥ その他公私連携幼保連携型認定こども園の設置及び運営に関し必要な事項 

 

（５）公私連携法人の指定を行わない場合等の補償 

   協定の締結に関し、必要となる村議会の議決等が得られない場合や予定者の責によ

り村が公私連携法人の指定を行わない場合等にあっては、予定者が本件のために支出
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した費用等について、村は一切の補償の義務を負わないこととする。 

 

８ スケジュール 

   別紙第４号「スケジュール（予定）」のとおり。 

 

９ その他留意事項 

（１）「読谷村子ども・子育て支援事業計画」、「読谷村教育振興基本計画」、「読谷村教育・

保育指針」など、村の教育・子育て施策を十分に理解した上で応募すること。 

 

（２）応募書類等の提出等に係る費用は、全て応募者の負担とします。 

 

（３）提出された応募書類等は、本件以外の目的には使用しません。また、理由の如何に

問わず返却しません。なお、審査に必要な範囲において無償で複製することができる

ものとします。 

 

（４）予定者は、保護者、地域住民等に対し、説明会を開催するなど、良好な信頼関係の

構築に向け、誠実に対応し、理解を得られるよう努めること。 

 

（５）予定者は、移行園の設置にあたって必要な手続きを適宜、進めること。 

 

（６）予定者は、本事業の実施を理由に、現に運営している教育・保育施設等を休止又は

廃止しないこと。 

 

（７）本要項の応募条件やスケジュール等については、各種手続きの進捗状況等により変

更となる場合があります。その場合、変更の都度、情報提供を行います。 

 

（８）応募者がいない場合等により候補者の特定に至らなかった場合は、本要項を再整理

し、改めて募集を行うものとします。 

 

（９）本件に係る審査結果に対する異議申し立てや審査内容等に関する問い合わせは受け

付けません。 

 

（１０）本要項の用語等は、村の解釈によるものとします。 

 

（１１）本要項に定めるもののほか必要な事項は、村が別に定めます。 


